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北海道大学 基礎科学人材社会活躍推進計画
基礎科学上級スキル人材ステーション

（Superior Skill Station: 基礎科学S-cubic)

基礎科学領域若手研究者（ＤＣ，ＰＤ）がアカデミアのみならず産業界
においてもより活躍することを支援する。

＜大学院の研究教育活動の一環＞

北海道大学＋産業技術総合研究所（連携）

川端 和重

科学技術・学術審議会 人材委員会2006(東京コンフェレンススクエア）

キャリアーパスの実態：約１００人のＰＤ，ＤＣおよび５０社の企業と話して
挫折と苦悩からの課題整理と提言



大学・研究機関のＯＵＴＰＵＴ
優れた研究成果
優秀な人材

日本科学技術立国：
高度な知識と技術を持った博士研究員１万人育成計画

学士 修士 博士、博士研究員

企業の採用は、博士取得者の活躍を期待：

？

背景



21 世紀COEプログラム 大型プロジェクト型研究の急激な増加

理学研究科の例

理学系PD150名、DC85名/年（全学理系ＰＤ：390名ＤＣ：446名 (H16))

企業への就職率30％以下、希望者の80％は就職

単なる就職情報の提供では、企業へのキャリアーパスはすすまない
対象をＰＤのみならずＤＣまで広げないとＰＤは増え続ける。



北海道大学 基礎科学S-cubic ５プログラム

相互理解
意識改革

大学（組織、指導教員）
研究者
企業（採用担当者）

意識調査
対象：若手研究者

ＰＤ，ＤＣ

同窓会



0） 意識調査：DC,PDの企業に関する調査
配布：３６０人、回収率５６％

ＤＣ ＰＤ

大学企業

研究機関

企業就職希望 30％ 10％

ＤＣ ＰＤ

知人先輩

教員

口コミ 40％ 70％

ＤＣ ＰＤ

ＤＣ

a) 就職希望先

b) 企業情報入手先

c) 企業に行かない理由

テーマ不一致

選べない魅力がない

大学以外は考えられない 0％-3％

d) 就職活動開始時期

Ｄ論めど後

Ｄ３の１２月まで就職活動はできない
つなぎとしてＰＤを考える（46％）

課題整理

Ｗｅｂ



１） C-net： PD,DC向け会員制の双方向就職情報ネットワークシステム
大学院生、ＰＤ（165名）、企業情報（50社） まだ一方向

研究者： 求人がＭＣ，学部卒用なので
ＤＣ，ＰＤに対する求人を確認して一括掲載することに期待
一方向の求人サイトとして利用したい。

企業： ＰＤに対する情報発信の場が限られているので、期待。
企業としてwebを立ち上げているので、それで十分では？

中途採用研究者を企業に依頼して探す場合数百万円かかる。
大学指定の求人情報を一般公開されるのは困る。

ＤＣ，ＰＤ求人は、一般化ができない。
部局や研究領域ごとの詳細な情報が有効（できたら双方向）

0） 意識調査：DC,PDの企業に関する調査
大学でなければだめとは考えていない。
ＤＣ３で学位をえたら、ＰＤしか道はない。
研究室の先輩や知人から偏った企業就職情報を得て。

ＰＤに進めば、企業からの道はさらになくなり大学しか進路は見えなくなる。



２） 赤い糸会：若手研究者と企業研究者のポスター交流会
企業と研究者の実態把握 ＜東京・大阪・札幌開催＞

東京会場： 研究者 53名、企業 21社 （42名）10月
大阪会場： 研究者 27名、企業 15社 （30名）１2月
札幌会場： ２月開催予定

研究者：企業の考え方が見えた。考えていた分野以外に自分を活かせることがわかった
他分野からのオファーをもらった。
分野が違うと全く話を聞いてくれない。

企業： 業種と異なる分野のＤＣ，ＰＤと多く交流ができたのは有益。
Ｄ２において就職活動をしてもらわないと、Ｄ３の秋では採用できない。
ＰＤは中途採用と同じ。（テーママッチングの要求が強い）

３） Advanced COSA：企業における博士研究者のキャリアーパス
ケーススタデイー（理学院共通講義、参加者１３４名）

8/4(日産、花王、日立）、10/16（第一製薬、帝人、新日鉄）

・博士号をとるメリットがわからない（修士学生）。
（大学ポストへの就職が厳しく、企業就職の選択の幅が修士に比べて狭い、

ＤＣとしての企業での待遇が低い） 博士のＰＲが必要

分野を超えた採用は少ない

企業のＤＣ採用はＭＣ向けにあわせ、それ以外は中途採用。
Ｄ３はＰＤと同じ。



対策

短期的

企業：ＰＤを、新卒ＤＣと同様の緩いマッチングでの採用）

大学：ＰＤ向け：企業へのテニュアトラックとしての教育プログラムを整備。
研究指導者への推進義務化。
各大学院ごとのＤＣ，ＰＤ向け就職情報の提供。

ＤＣ向け：ＤＣ教育プログラム整備。
ＤＣ２の就職活動の促進。

国：ＰＤの教育プログラム参加を推進するための制度整備。
（休暇扱い等 参加の障害となっている制度の見直し）

企業への採用の働きかけ。
求職中のＰＤへの一定期間経済支援。



長期的

若手大学教員ポストの増加（教授ポストの助教への還元）

修士 博士 ＰＤ 助教（任期） テニュア職

大学： 統合テニュアトラック人材育成プログラム

ＤＣ，ＰＤ，助教を研究者育成期間とする。
テニュア職（大学・企業）の獲得の支援：

求人情報、企業との交流共同プログラム、
ＰＤ，ＤＣ指導教員への教育

企業：中途採用とは異なるＤＣ，ＰＤ向け採用・人事育成制度
ＤＣ３からでも求職活動ができる
緩いマッチングによる採用

国：推進支援

対策

大学

企業
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